
道内のエネルギー需給の動向について
最終エネルギー消費の状況
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2008-2017比較
●運輸部門 0.97倍
●家庭部門 1.06倍
●業務部門 0.92倍
●産業部門 0.92倍

部門毎の構成比（全国との比較）
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平成29年度
（単位：千TJ、％）

 最終エネルギー消費は減少傾向。１０年前と比較し、家庭部門は増加。
 全国と比較して家庭と運輸部門、また化石燃料の消費割合が高い状況。

部門別構成比

 一次エネルギー供給は、１０年前と比較し、新エネルギーは増加。
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一次エネルギー供給の状況
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百万kWh 電力供給量の推移

電力供給の状況

 電力供給量は減少傾向。
 新エネルギー発電の導入が拡大。今後も更なる導入拡大が見込まれる。
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2008-2017比較
●新エネ 1.55倍
●原子力（停止）
●水力 1.05倍
●天然･都市ｶ゙ｽ1.19倍
●石油系 1.04倍
●石炭系 0.97倍
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参考:FY2019
FIT導入量
＋認定量(※)

※FIT制度開始以前の新エネ導入量含まず

単位：千TJ

平成２９年度

（2017年度）

北海道 全国
割合 割合

合計 784 100 13,491 100

産業 265 33.8 4,607 34.1

民生

家庭 153 19.5 1,989 14.7

業務 106 13.5 2,139 15.9

小計 259 33.0 4,128 30.6

運輸 198 25.3 3,064 22.7

非エネルギー 62 7.9 1,692 12.5

※非エネルギー除く
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新型コロナウィルスによる影響について

新型コロナウィルスによる影響
●不要不急の外出自粛や海外からの観光客の減少等により、自家用車や公共交通機関の燃料消費量減少
●商業施設では来客減少に伴う稼働時間の低下等により、エネルギー需要が低下。
●他方、家庭では在宅時間の増加から電力、都市ガス等の需要が増加。
●経済減速が長引くほど、製造業・物流への影響も広がり、産業部門・貨物部門のエネルギー需要減少にもつな
がる可能性あり。

中長期的に固定化・加速化される変化
●接触回避：デジタル化・オンライン化の加速、EC取引等の増加
●職住不近接：リモートワーク・在宅勤務等の進展
●省人化・合理化：生産現場等の無人化・AI化の進展

新型コロナウィルスによる影響

変化 影響 方向性

人流/物流
の変化

接触回避 ・需要が集中型から分散型にシフト
（固定オフィス→家庭・シェアオフィス等）

・人流の減少（通勤、出張、会議等）

・ECに伴う物流の増

●家庭などにおける省エネの取組の促進
●物流の効率化などの取組の推進
●家庭などにおける省エネ関連の機器・設備の導入
の促進
●再エネ導入拡大
●省エネ機器の効率向上など関連技術の開発の促
進

職住不近接

省人化・合理
化

・ サプライチェーンの再構築
●AI･IoTなどを活用したエネルギーの消費の高効率
化の促進

新型コロナウィルスによる影響と方向性

出典：エネ庁「基本政策分科会」資料を基に作成2



①家庭部門＜背景＞
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家庭部門のエネルギー消費量は増加傾向。原単位は横ばい
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エネルギーの可能
性基礎調査
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家庭で省エネに取り組んでいない理由は「やり方がわからない」
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家庭用（10kW未満）太陽光FIT認定量（2020.3月末時点）

本道でも家庭用卒FIT太陽光ポテンシャルが存在

･･･

認定容量は全国24位：122,364kW
認定件数は全国24位：22,895件

国はZEHの更なる普及に向けて検討

出典：資源エネルギー庁
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家庭のエネルギー消費構成
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①家庭部門

背景

○ 省エネの意義や行動に関する理解不足

○ 消費割合５割以上を占める灯油は、社会情勢
などにより価格が流動的かつ温室効果ガス排
出量が多い

○ 高効率家電・照明・熱供給機器などの省エネ
設備や、住宅用太陽光発電や次世代自動車
などの新エネ設備の普及拡大

○ 国は2030年までに新築住宅の平均でZEHの
実現を目指している

○ 住宅用太陽光発電の価格低下や卒FIT太陽
光の出現により、自家消費や余剰電力活用の
多様化が進むことが期待される

○ エネルギーの消費構造を踏まえた省エネの深
掘りや新エネの活用の促進

○ 省エネ設備や、太陽光発電や次世代自動車
などエネルギーリソースの効果的活用が重要

家
庭
部
門

○ 省エネによる家計負担の軽減効果や環境負荷の低減効果を示すことなどに
より、快適性や利便性を損なうことなく、省エネ行動に納得して取り組めるよ
う、省エネのライフスタイル化に向けた理解を深めていく必要

○ 道民が主体的に取り組む省エネ活動の普及啓発が必要

取り組むべきポイント

省
エ
ネ
への
意
識

や
行
動
の
定
着

○ 暖房や給湯機器の新エネ熱利用の促進とともに、 電化や水素化等への技
術革新の状況を踏まえた技術開発や普及を促進するなど、熱利用の低炭素
化、さらには脱炭素化に向けた取組が必要

○ 化石燃料に依存する家庭の消費構造の転換を促すきっかけとなる取組が必
要

熱
利
用
の
低
炭
素

化
、
脱
炭
素
化

○ 省エネ・新エネ設備や既築省エネ改修・ZEHなど省エネに関する導入効果
や先進事例を示すことなどにより、設備等の更新や導入時に省エネ・新エネ
タイプが選択されるよう、普及啓発が必要

○ 高気密高断熱住宅技術など積雪・寒冷の地域特性で培われた技術のさらな
る普及促進や省エネ・新エネ関連製品の開発促進が必要

省
エネ
・新
エネ
設
備

やZ
E
H

等
の
普
及

○ 家庭での節電等の省エネの取組や省エネ機器、家庭用太陽光発電等の創
エネルギー設備、電気自動車等の蓄エネルギー設備といった家庭内のエネ
ルギーリソースを組み合わせて効果的に活用することにより多様な自家消
費モデルを創出していくことが必要

○ 災害時のエネルギー確保や光熱水費の節約、環境負荷低減など自家消費
を行うメリットの理解促進が必要

多
様
な
自
家
消
費

モ
デ
ル
の
創
出

○ 省エネ効果を高めつつ、家庭内のエネルギーリソースを効果的に活用した
自家消費、さらには住宅用太陽光発電による自家消費されず余った余剰電
力を電気自動車や他の住宅等での融通するなど、エネルギーを無駄なく利
用するためには、HEMSなどによる「エネルギーの見える化」技術の普及拡
大が必要

デ
ジ
タ
ル
技
術

の
活
用
に
よ
る

「
エ
ネ
ル
ギ
ー
の

見
え
る
化
」

※新たな視点で取り組むべきポイント：太赤字
※第１回検討会議のご意見：下線
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最終エネルギー消費量 原単位 線形 (最終エネルギー消費量)
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②産業・業務部門（大口需要家）＜背景＞
産業部門のエネルギー消費量が減少傾向も原単位は足踏み 業務部門のエネルギー消費量と原単位ともに減少傾向
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農林水産業 鉱業・建設業 製造業

鉱業・建設業の占める消費割合が全国に比べ高い
農林水産業の消費量は増加
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宿泊業･飲食サービス業 卸売業･小売業 医療･福祉 生活関連サービス業･娯楽業 その他

道内の延べ床面積は増加傾向

宿泊業・飲食サービス業、卸売業・小売業、
生活関連サービス業・娯楽業の消費量は増加

 電力自由化により電気の購入先の選択肢が拡大。
 パリ協定を契機に、世界的にESG投資の動きが拡大。需要家の再エネニーズが高まっている。
 国際的な環境イニシアチブである「RE100」は2020年7月現在242社が加盟。日本企業も35社加盟。
 需要家自身での再エネ自家消費モデルとして初期費用ゼロでの設備導入を可能とするPPAモデルなど新た
なビジネスモデルが登場

 米アップルが他国での取組に続き、日本での再エネ100％を宣言。
 アップルはオフィス､データセンター､500カ所以上の直営店を含む､全ての施設の使用
電力を再エネ電力100％に切り替える等､再エネ活用の先進的企業。

 日本では再エネ電力の調達コストが高い等の障壁があったが、電源の直接保有、発
電事業者との長期売電契約の締結を通じて乗り越えた。

【アップルによる日本における再エネ調達】

アップルが再エネ100％ 最後の難関､日本も達成（2019/9/9 日本経済新聞電子版）

【RE100プロジェクト】

【PPAモデルの登場】

需要家の再エネを求める動きの高まり

事業会社・個人
•再エネ電気を購入
• RE100に活用可能
•長期固定価格
•電気代上昇リスク低減
•電力使用分のみ支払い

ＰＰＡ事業者
太陽光パネルの
•所有権を保持
•維持管理を実施

電気利用料
(利用料の低減等によ
り需要家が裨益)

パネル設置等 需要家にとって初期コ
ストや維持管理コスト
なしで発電設備等を
設置できる再エネ活
用モデル

出典：資源エネルギー庁

国はレジリエンスの強化に資するようFIT認定に地域活用要件を設定

出典：資源エネルギー庁 5



②産業・業務部門（大口需要家）

背景

○ 産業部門は、脱炭素化の動きの高まりとも連
動し、企業の意識醸成やエネルギーの効率的
な事業活動に向けた各分野毎の取組が重要

○ 業務部門は、脱炭素化の動きの高まりとも連
動し、オフィスで働く方々の省エネや各事業所
のエネルギー管理担当者が有する管理技術・
ノウハウ向上が重要

○ 省エネ設備や、太陽光発電や次世代自動車
などの新エネ設備の普及拡大

○ 国は2030年までに新築建築物の平均でZEB
の実現を目指している

○ 需要家の再エネを求める動きの高まりと結び
付けた省エネ・新エネの促進

○ ブラックアウトを教訓とした災害時のエネル
ギー確保

○ エネルギーの消費構造を踏まえた省エネの深
掘りや新エネの活用の促進

○ 省エネ設備や、太陽光発電や次世代自動車
などエネルギーリソースの効果的活用が重要

産
業
・業
務
部
門
（大
口
需
要
家
）

○ 省エネの経済性等の利点とともに、脱炭素化の動きの高まりとも連動し、省
エネによる温室効果ガスの排出削減効果や、先進事例を示すことなどにより、
企業の意識醸成を図るとともに、省エネ型の機械の導入や作業工程での省
エネなどエネルギーの効率的な事業活動の取組促進が必要

○ 農林水産業、建設業、製造業等の各分野毎に、関係機関等と連携しながら、
省エネの取組促進が必要

取り組むべきポイント

分
野
毎
の
省
エ
ネ
の
深
掘
り

○ 道自ら率先して省エネを実施するとともに、脱炭素化の動きの高まりとも連
動し、企業におけるクールビズなどオフィスでの身近な省エネ活動や、省エ
ネ改修・設備導入の取組促進が必要

○ 各事業所での省エネ設備の運用に必要な設備管理のノウハウの蓄積や専
門人材の育成が必要

○ 省エネ・新エネ設備や既築省エネ改修・ZEBなど省エネに関する導入効果
や先進事例を示すことなどにより、設備等の更新や導入時に省エネ・新エネ
タイプが選択されるよう、普及啓発が必要

○ 省エネ・新エネ関連製品の技術開発や製品開発が必要

省
エネ
・新
エネ
設
備

やZ
E
B

等
の
普
及

○ RE100やESG投資などの動きを踏まえ、関連企業やビジネス、投資を呼び込む
ことが必要

○ 需要家の新エネ活用の取組として、敷地を新エネ発電事業者に提供し発電設
備の設置・運用・保守を無償で受け、施設の自家消費量分の電気を調達するな
ど新たなビジネスモデルが出てきており、こうした需要家の新エネ活用に関する
新たなビジネスを促進することが必要

需
要
家
の
再
エ
ネ

を
求
め
る
動
き
の

高
ま
り
と
の
結
び

付
け

○ 省エネ効果を高めつつ、需要地内のエネルギーリソースを効果的に活用し
た自家消費、さらには新エネ発電による自家消費されず余った余剰電力を
電気自動車や他の需要地等での融通するなど、エネルギーを無駄なく利用
するためには、BEMSなどによる「エネルギーの見える化」技術の普及拡大が
必要

デ
ジ
タ
ル
技
術

の
活
用
に
よ
る

「エ
ネ
ル
ギ
ー
の

見
え
る
化
」

○ BCPの観点から、災害時にも活用可能な分散型エネルギーリソースの活用
など新エネの導入促進が重要

災
害
時
の
自

立
的
な
エ
ネ

ル
ギ
ー
確
保

※新たな視点で取り組むべきポイント：太赤字
※第１回検討会議のご意見：下線
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③運輸部門＜背景＞
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GJ/台千TJ 運輸部門の最終エネルギー消費量と原単位の推移（道内）

最終エネルギー消費量 原単位 線形 (最終エネルギー消費量)

運輸部門のエネルギー消費量は減少傾向。原単位は横ばい。

乗用車台数は減少、軽自動車やハイブリッド自動車は増加。
運輸部門の消費量減少につながっていることが考えられる
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千TJ 運輸部門におけるエネルギー消費の内訳

旅客自動車 旅客航空 旅客船舶 貨物自動車 貨物船舶

貨物自動車の消費量は増加

2,081 2,023 1,979 1,944 1,872 1,855 1,831 1,819 1,797 1,770 

1,500

2,000

2,500

2010 2011 2012 2013 2014 2015 2016 2017 2018 2019

箇所 給油所の推移（道内）

ガソリンスタンドは減少
海運における温室効果ガス規制

 国際海事機関（IMO）で
GHG削減戦略を採択。30
年までに燃費効率40％改
善、50年までに50％削減、
今世紀末にGHGゼロ排出
を目指す。

 LNGを燃料とする船舶の増
大が見込まれることから、
LNGバンカリング拠点整備
の動きが見られる

電子商取引市場の拡大に伴い宅配便取扱個数が年々増加する一方、
荷物の再配達、トラック積載率の低下など、物流の非効率が発生

2.43 2.13 1.73 1.27 0.95 0.98

0
1
2
3

1990 1995 2000 2005 2010 2015
出典：国土交通省「全国貨物純流動調査（物流センサス）」より国土交通省物流政策課作成

トン/件 （3日間調査）

【BtoC電子商取引額の推移】 【宅配便取扱実績の推移】

出典：国土交通省「令和元年度交通政策白書」
【１輸送あたりの貨物量の推移】
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③運輸部門

背景

○ 自動車からの温室効果ガスの排出削減

○ 次世代自動車の普及拡大
○ 国は2030年までに次世代自動車の新車販売
に占める割合を5割から7割を目指している

○ 環境負荷の少ない物流体系の構築

○ 地域のガソリンスタンドが減少し、足下では高
齢者への冬場の灯油配送や自動車への給油
の面など地域の燃料供給に支障を来す恐れ

○ 脱炭素化に向けた動きが高まる中、地域のガ
ソリンスタンドのビジネス転換の必要性

○ 国際的な船舶の排出ガス規制の強化が進展
○ 排出ガスのクリーンなLNGを燃料とする船舶の
増大が見込まれる

運
輸
部
門

○ 電気自動車や燃料電池自動車等の次世代自動車の導入促進やエコ燃料
の普及拡大とともに、充填インフラ等の整備の推進を一体的に取り組むこと
が必要

○ 新エネルギーの需給調整、貯蔵、融通を行うエネルギーリソースとしての機
能がある、EVやFCVは、その他リソースと組み合わせて地域で効果的に活
用する取組の促進が必要

取り組むべきポイント

次
世
代
自
動
車
の
普

及
と
イ
ン
フ
ラ
整
備
の

一
体
的
な
推
進

○ エネルギー消費の削減と都市部における交通渋滞の緩和を図るため、都市
計画やまちづくりの取組とも連携しながら、自動車からバス、鉄道などの公
共交通機関や自転車へのモード転換やカーシェアリング、またエコドライブ
など環境に配慮した自動車の利用の普及啓発が必要

○ 温室効果ガスの排出削減にも資するモーダルシフトをはじめ、トラック輸送の
共同化・大型化による積載率の向上など、物流分野の省エネ化を図るため、
関係機関と連携し、物流における省エネの意義や環境負荷の軽減効果に関
する普及啓発が必要

モ
ー
ダ
ル
シ
フ
ト
な

ど
物
流
の
効
率
化

の
促
進

燃
料
供
給
イ
ン
フ

ラ
の
エ
コ
燃
料
へ
の

対
応

○ 船舶の排出ガス規制の強化に伴い、今後想定される船舶の燃料転換に速
やかに対応し、本道港湾の寄港地として利便性を確保するため、有効な代
替燃料であるLNG燃料を供給するための体制整備等を促進する必要がある

船
舶
の
燃
料
転

換
へ
の
対
応

エ
コ
ド
ラ
イ
ブ

や
公
共
交
通

機
関
の
利
用
の

促
進

○ 地域のガソリンスタンドなど燃料供給インフラが、輸送部門における環境対
応力の強化を担う手段や拠点として維持・活性化が図られるよう、関係機関
や市町村及び地域住民の協力を得ながら、地域産業の振興やまちづくりの
取組とも連携を図り、足下では地域の需要に対応してインフラを維持しつ
つ、エコ燃料にも対応するなど燃料供給事業者のビジネス転換の促進が必
要

※新たな視点で取り組むべきポイント：太赤字
※第１回検討会議のご意見：下線
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④地域＜背景＞

年 総数
2015年 5,381,733
2020年 5,216,615
2025年 5,016,554
2030年 4,791,592
2035年 4,546,357
2040年 4,280,427
2045年 4,004,973

社会保障・人口問題研究所
「日本の地域別将来推計人
口（H30年推計）」

北海道「北海道人口ビジョン 改訂版」

本道は全国を上回る人口減少
持続可能な社会の実現に向けた取組が不可欠

出典：資源エネルギー庁

国はレジリエンスの強化に資するようFIT認定に地域活用要件を設定（再掲）

国は地域のレジリエンス向上とエネルギー地産地消等の実現に向け、
地域マイクログリッドの構築を促進

出典：資源エネルギー庁

分散型エネルギー事業が地域にもたらす効果は多岐にわたる一方で、
様々な視点から検討が必要

 検討に必要な視点には、ソフト面として「目的」「事業化のポイント」、ハード面として「エネルギー供給の
仕組み」「事業規模」 などが想定。

 目的としては、「省エネ・低炭素化」「エネルギー地産地消」「経済合理的なエネルギー需給システムの構
築」「地域活性化」「レジリエンスの強化」 などが想定され、地域によって優先する目的は異なるほか、
地域特性はもとより優先する目的によってハード面の検討も異なってくる。

省エネ・低炭素化 エネルギー地産地消 経済合理的なｴﾈﾙｷ゙ ｰ
需給システムの構築 地域活性化 レジリエンスの強化

目的

分散型エネルギー事業の検討に必要な視点

エネルギー
供給の
仕組み

事業化の
ポイント

事業規模 家庭 大口需要家 地域

エネルギー源 エネルギーネットワーク エネルギーマネジメント

自治体との連携 持続的な
事業実施体制の確立

経済性 需要家の確保 付加価値

ソ
フ
ト
面

ハ
ー
ド
面

エネルギー消費
量、 CO2排出量
の削減

資源・エネルギーや資
金の地域内循環

地域の持続可能
な開発

分散リソースを最
大限活用しエネル
ギー使用効率化
や、エネルギーコス
ト削減

関連産業、新規
雇用の創出

企業誘致や観光
資源としての活用

非常時のエネル
ギー供給源確保

地域・需要家の
BCP･LCPに貢献

政策的位置づけと
の連動

自治体との連携
方法

組織体制
 リスク・役割の分担
人材育成
(地元企業への技
術・ノウハウ伝承)

事業性

資金調達

需要家を集める方
法

メリットの訴求方法

エネルギー供給以
外の付加価値の
提案

エネルギー源である電気や熱の種類

各エネルギー源の特徴と課題

(地域で優先される取組目的も
踏まえた適切な選択)

電気の送配電方法
（既存系統・自営線）

熱の供給方法
（熱導管）

エネルギーの見る化

設備の効率的運用や設計最適化

エネルギー需給調整

※第3回エネルギー施策懇話会資料から抜粋 9



④地域
背景

○ 人口減少や高齢化が進展する中、市街地再
編などが今後活発になることが想定され、持続
可能な社会の実現に向けては、地域のエネル
ギー消費の最適化や、災害にも強いまちづく
りが重要

○ 脱炭素化の動きやブラックアウトを教訓とした
災害時のエネルギー確保の重要性の高まりか
ら、地域で自立的に確保できる豊富で多様な
新エネ資源を活用していくことが重要

○ 分散型エネルギー事業の目的（地産地消、CO2削減、地

域活性化、レジリエンス強化等）は地域により様々であり、
目的によって検討に必要な視点も異なる

○ 地域の分散型エネルギー事業の取組を加速
させるため、事業主体の育成が不可欠

○ 道内消費割合６割以上を化石燃料消費が占
めており、熱の利活用による省エネや化石燃
料の新エネ熱等への転換を図ることが重要

○ バイオマスなど地域の新エネ熱ポテンシャル
を活用しきれていない

○ 自治体や地域企業等が取組の推進主体とし
て事業化をすすめることが必要

○ 国は地域活用電源のFIT認定要件として、レ
ジリエンスの強化に資するよう自家消費や地
域一体的な活用を促す地域活用要件を設定

○ 地域の新エネ等の多様な取組をコーディネー
トし、参加者の意向等をまとめ上げるエネル
ギー人材の育成

○ 地域の環境関連産業を担う、エンジニアやメン
テナンス技術者などの産業人材の育成

○ 地域の自然環境や産業、景観に配慮した持
続的な新エネ導入

地
域

○ 公共施設の建替えや市街地の再開発などといったまちづくりや、防災など
地域づくり、地域産業の課題解決などの分野の政策と連携し、地域全体で
の省エネ・新エネ活用拡大の取組を検討していくことが必要

○ 家庭や企業での省エネ取組や住宅用太陽光発電、新エネ熱利用、EV、
FCVといった個々の需要家のエネルギーリソースや分散型電源を組み合
わせた地域マイクログリッドなどにより、地域単位でエネルギー需給を管理
し、エネルギーを面的に活用する需給一体型の分散型エネルギーシステム
の構築に向けた取組の推進が必要

○ 各地域の特性を踏まえ、地域経済の活性化につなげる視点が重要

取り組むべきポイント

地
域
の
特
性
を
活
か
し
た
需

給
一
体
型
の
分
散
型
エ
ネ
ル

ギ
ー
シ
ス
テ
ム
の
構
築
・展
開

○ 分散型エネルギー事業が地域にもたらす効果は多岐にわたる一方で、様々
な視点から検討を進めていく必要があるため、検討に必要な視点を示しなが
ら、地域の取組の段階に応じた支援の充実、支援体制の整備・強化が必要

○ エネルギー供給に留まらず、地域活性化やレジリエンス強化といったと結び
付けた地域の創意工夫を喚起・後押しし、取組を拡大していくことが必要

分
散
型
エ
ネ
ル

ギ
ー
事
業
に
取

り
組
む
地
域
の

拡
大

○ 新エネに関する地域の取組事例の情報発信やイベント開催、学習機会の活用
などにより、道・市町村職員も含めて地域のエネルギー人材のノウハウ習得に
向けた取組を促していくことが必要

○ 地域外企業の知見を有効に活用しつつ、地域に技術・ノウハウ伝承が図られる
よう、産業人材の育成や地域の推進体制づくりに向けた環境整備が必要

地
域
に
お
け
る

人
材
育
成

○ 地域資源を活かした未利用熱・新エネ熱の有効利用の普及啓発が必要
○ 地域の熱ポテンシャルの効率的な有効利用に向けては、熱を一定の地域で
面的に供給することが有効。熱も含めてエネルギーリソースを組み合わせ、
より効率的なエネルギーシステムの構築に向けた取組の推進が重要

熱
の
有
効
利

用
の
促
進

○ 新エネ導入時はもちろん、導入後も地域の自然環境や産業、景観との調和
を図り、地域住民の理解を得ながら持続的に活用されていくことが必要

持
続
的
な

新
エネ
活
用

○ 地域に賦存するエネルギー資源の活用に向け、自治体が中心となり地域の
多様な主体とともに取組を推進していくことが重要

○ 地域経済循環のため、地域企業等の関与を高めていくことや地域住民の参
加や出資を促す仕組みの構築を促していくことが必要

○ 自治体、事業者等のステークホルダーが情報を整理共有し理解を深めるた
めの場を設けたり、地域での理解、合意形成を促す環境整備が必要

地
域
の
多
様
な
主

体
に
よ
る
取
組
の

推
進

※新たな視点で取り組むべきポイント：太赤字
※第１回検討会議のご意見：下線
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⑤デジタル技術の活用＜背景＞
電気の流れの双方向化

デジタル制御技術の高度化と新ビジネスの萌芽

エネルギーの見える化

 分散型電源の普及や電力システム改革の進展等により、電力供給の担い手と需要家のニーズが多様化。
 「大手電力会社が大規模電源と需要地を系統でつなぐ従来の電力システム」から「分散型電源も柔軟に
活用し、需要と供給が双方向化する新たな電力システム」へと変化が生まれつつある。

 太陽光やEV等の分散型電源をデジタル技術でまとめて制御する等によって、電気の流れを全体最適化し
ていく社会になっていくことが予想される。

 エネルギーの「見える化」を図ることは、エネルギー使用状況の
把握による利用者の省エネ取組への意識を高め、需要地内
の省エネ設備や太陽光発電、次世代自動車などのエネル
ギーリソースの制御や活用による設備運用の高効率化、さら
にエネルギー供給設備の使用実態に合わせたダウンサイジン
グなど設備設計の最適化につながる。

 VPP・DRといった新たなデジタル制御技術により、需要家側のエネルギーリソースを束ね、供給力や調整
力等の提供が可能となり、アグリゲーションビジネス（ERAB）の普及拡大が期待される。

 VPPやDRといった新たなデジタル制御技術の活用は、災害対応の強化や分散型エネルギーの更なる普
及拡大はもとより、本道の課題である調整力の増大や、電力需要の負荷平準化による需要家のエネル
ギーコスト削減への効果が期待できる。

太陽光 需要予測

蓄電

昼の余りで
夜は半分し
かまかなえな
いから、使
用を控える
か･･･。

放電

エネルギーの「見える化」の例

BEMSによる効果

出典：エネ庁｢地域の特性を活かした地産地消の
分散型エネルギーシステム構築ガイドブック｣

需要に合わせて、一方通行での供給・調整

電
力
シ
ス
テ
ム

需
要

電力会社から電気を購入
電気の購入先の選択肢が拡大

・再エネ電気を使いたい（環境価値の高まり）
・地域の電源を地域で使いたい（地産地消）

分散型電源（新エネ）の拡大
・多様な主体が発電に参入（家庭･大口需要家･地域）

・地域活性化､レジリエンス強化としても意義

供
給

化石燃料等を活用した大規模電源
による発電

分散型電源、需要家設備、デジタル技術も活用
した双方向での供給・調整

エネルギーをめぐる変化

◇VPP…IoTを用いた「仮想発電所」の登場
VPP（バーチャルパワープラント）は、需要側に散

在する分散型エネルギーリソースをIoT技術を用いて
遠隔制御することで、あたかも1つの発電所のような
機能を提供する仕組み。

◇DR…需要家による需給調整機能の提供
DR（ディマンド・レスポンス）は、需要家側のエネ
ルギーリソースを制御し、需要パターンを変化させ、
調整機能を提供すること。

※「第2回エネルギー施策懇話会資料」及びエネ庁「エネルギー白書2020」から抜粋

国のアグリゲータービジネスの育成に向けた取組

・蓄電池・ＥＶへの充電
・ヒートポンプの蓄熱運転
⇒再エネ余剰電力を吸収

上げＤＲ

・空調の設定温度を上げる
・蓄電池・ＥＶからの放電
⇒電力需要ピーク時に需要抑制

下げＤＲ

◇ERAB（エネルギー・リソース・アグリゲーション・ビジネス）
需要家が保有する分散型エネルギーリソースや電力の消費量をVPPを用いて束ね、DR等を活用し、系統運用

者の調整力をはじめ、需要家のエネルギーコスト削減、新エネルギーの出力抑制回避などの様々な価値を提供する
ビジネスのこと。

一方向 双方向

出典：エネ庁「再生可能エネルギー主力電源化制度改革小委員会（第6回）」資料より11



⑤デジタル技術の活用

背景

○ エネルギーの消費構造を踏まえた省エネの深
掘りや新エネの活用の促進

○ 需要側の省エネ設備や、太陽光発電や次世
代自動車などエネルギーリソースの効果的活
用が重要

○ VPP・DRといった新たなデジタル制御技術に
より、家庭や企業の太陽光、ＥＶ、蓄電池、エ
ネファームなどの分散型電源を束ね、供給力
や調整力等の提供が実現可能に

○ 国は分散型電源を束ねて電気の供給を行う事
業（アグリゲーター）を法律上位置づけ

○ VPP・DR等を活用したアグリゲーションビジネ
ス（ＥＲＡＢ）の普及拡大が期待される

○ 道内企業におけるERABの取組は、一部検討
の動きはあるものの、道全体としては鈍い

○ 需要側のエネルギーリソースの効果的な活用
に向けてはＥＲＡＢが有効

○ 発電事業の需給管理はFIT制度下では電力
会社が行っていたが、卒FIT電源やFIP制度下
では再エネ事業者も行う必要があるが、需給
管理ノウハウを有する再エネ事業者は少ない

デ
ジ
タ
ル
技
術
の
活
用

○ VPPやDRといった新たなデジタル制御技術の活用は、災害対応の強化や分
散型エネルギーの更なる普及拡大の観点から重要

○ 本道の課題である調整力の増大や、電力需要の負荷平準化による需要家
のエネルギーコスト削減への効果が期待できることから、国の検討も踏まえ
つつ、新たなデジタル制御技術の道内での活用の推進が必要

取り組むべきポイント

新
た
な
技
術

(V
P

P

・DR
)

の
活

用
促
進

○ 本道の特性を活かしたビジネスモデルの構築や、多様な分散型エネルギー
リソースの活用、これを束ねて管理するERABの創出に向けて、国の検討も
踏まえ、国の実証事業や道外関連企業の知見を誘導しつつ、道内での
ERABに関連するビジネスの育成や道内企業のビジネス参入を促進する事
業環境整備が必要

関
連
産
業
への
道

内
企
業
の
参
入

促
進
、
育
成

○ 省エネ効果を高めつつ、省エネ設備や新エネ発電・熱利用設備、次世代自
動車といった需要地内のエネルギーリソースを効果的に活用した自家消費、
さらには新エネ発電による自家消費されず余った余剰電力を電気自動車や
他の住宅等での融通するなど、エネルギーを無駄なく利用するためには、
EMSなどによる「エネルギーの見える化」技術の普及拡大が必要

デ
ジ
タ
ル
技
術

の
活
用
に
よ
る

「エ
ネ
ル
ギ
ー
の

見
え
る
化
」

○ ERABにより、需要家にとっては、電力需要の負荷平準化によるエネルギー
コスト削減や調整力の提供による報酬といったメリットが期待できる

○ 国の検討も踏まえつつ、アグリゲーターの持つノウハウやメリットとともに、EV
への充放電など需要を増減させるために必要な行動を示すことなどにより、
ERAB普及に向けた道内需要家の機運醸成が必要

E
R

A
B

普
及
に
向

け
た
需
要
家
の
機

運
醸
成

○ ERABにより、再エネ事業を束ねて需給管理を代行することは、卒FIT電源
の事業継続や効率的・効果的な市場取引の観点からも重要

○ 国の検討も踏まえつつ、必要な需給管理や市場取引の方法とともに、アグリ
ゲーターの持つノウハウやメリットを示すことなどにより、ERAB普及に向けた
道内再エネ事業者の機運醸成が必要

E
R

A
B

普
及
に

向
け
た
再
エ
ネ

事
業
者
の
機
運

醸
成

※新たな視点で取り組むべきポイント：太赤字
※第１回検討会議のご意見：下線
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